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第３回 障害のある児童生徒の教材の充実に関する検討会 資料 

全国特別支援学校長会 

会長 兵馬 孝周 

 

１ はじめに 

障害のある児童生徒が、楽しく意欲を持って学習に参加し、効果的に学習内容を身につけ

ることが重要である。児童生徒一人一人の感覚・知覚・運動機能等の特性やニーズに応じた

教材・教具の整備が大切である。 

学校を取り巻く社会の急速な変化に対応すると共に、障害種別の課題に対応するには学習

環境の整備に力を入れる必要がある。 

教材整備指針の充実による、学校設備等の改善推進を中心に、 ＩＣＴ関連の各学校の備

品・教材・教具整備のための財政的充実が重要である。 

また、それらを扱う人材の育成として、教員の研修機会を確保し、最先端の情報や実践研

修会等を通した教員の知識・理解の向上、ＩＣＴ教材の作成可能レベルまで教員の力量を向

上させることが大切である。 

さらに、特別支援学校教員養成大学での教材・教具開発に係る講義・演習の充実による、

専門性ある教員の育成や大学・専門学校・工業系高等学校との連携による教材開発や環境整

備への技術協力も必要である。 

また、教材教具のデーターベース化をする際には、教材教具を分かり易く整理し、系統性

のあるものにし、支援員（教材ソムリエ）の配置による啓発活動と指導実践の普及が求めら

れる。 

 

２ 検討事項 

（１）発達障害の児童生徒の使用する教材等の整備充実 

   それぞれの障害の特徴による得意なことや得意なもの（視覚認知が優位、順序立てて

配列された方が理解しやすいなど）を利用しやすい教材を整備充実させることにより学

習しやすい環境ができる。 

 

（２）様々な障害の状態に応じた支援機器の充実 

   学習障害の書字障害の児童生徒に対して、音声入力によりメモがとれる機器や、教員

の教材づくりのための３Ｄコピー機器、パソコンにデータが送信される電子黒板などが

将来的に整備導入されることによって、発達障害の児童生徒のそれぞれの苦手なことに

対する支援ができる。 

病弱特別支援学校においては、訪問指導における教材の準備にタブレット型端末の活

用範囲が広く有用である。 
また、テレビ会議システムを導入することにより、実験や観察などの活動保障、コミ

ュニケーションの充実や児童生徒個人の家庭や病院内への配信が想定できる。 
 

（３）障害の状態や特性等に応じた様々なアプリケーションの開発 

タブレット型端末･電子図書などの導入と同時に、教科書の電子図書化が進むことによ

って、学習障害や視覚障害の児童生徒の読む学習が進むと考える。 

児童生徒用デジタル教科書は、児童生徒一人一人が持つ携帯用端末機器に教科書の内

容だけでなく、インターネットを通した資料検索などさまざまな情報や機能が盛り込む

ことができ、効果的である。 

 

（４）情報端末についての基本的なアクセシビリティの保証 

   聴覚障害の方が使用する情報端末では、音声で伝わるニュアンスについての配慮が必 

要になる。 
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ＦＭ補聴システムの導入により、幼稚園、小学校や中学校担当者の着用により交流相

手校での活用が期待できる。 
 

（５）視覚障害のある児童生徒のための音声教材の整備充実、高等学校段階の拡大教科書の 

発行 

   視覚障害の方が使用する情報端末では、視覚で伝わるイメージについての配慮が必要 

になる。 

理療科における教科書のデイジー化が有効である。 

                                                            

（６）その他 
情報管理において、教育委員会で定めた規定があり、制限が加わっている。 
早期からの活用を試みることが大切である。 

 



平成２３年度 調布の研究と実践  研究主題「ＩＣＴ活用推進校としての１年」 （研究紀要より抜粋） 

 

ＩＣＴ活用推進指定校として 

東京都立調布特別支援学校 

校長 兵馬 孝周 

今年度は、都立学校ＩＣＴ計画に基づいて、ＩＣＴを活用した授業実践等を一層推進するために設

けられた「ＩＣＴ活用推進校」の指定を受けた。 

しかし、この指定を受けた本来の目的とは別の目的もこの研究には込められていた。それは、「地域

資源を学校教育に生かすこと」といった新たなチャレンジであった。 

本校の研究活動は、この数年、ＯＪＴを生かした研修・研究スタイルを模索してきた。研究部が中

心となり全校研究会を軸にし、自分たちの実践を基盤として分科会で話し合い、教職員相互のコミュ

ニケーションを深め、お互いの授業実践を学びあうスタイルで取り組んできた。外部の講師を招き講

話を聴く座学スタイルは、その自己研究を補完するためにも実施してきた。 

研究の中心は、授業者が作成したＩＣＴ教材を用いた授業を実際に行い、その様子を分科会のメン

バーでビデオ視聴しながら実際的な研究を行うものであった。 

今年度は、各教職員一人一人が教材作成に取り組んできたが、この教材作成において電気通信大学

が大きく貢献した。 

電気通信大学は、コミュニケーションが豊かに行われる社会をめざして「総合コミュニケーション

科学」に立脚した人材育成、研究、社会貢献に取り組もうとしている大学である。 

本校の情報教育部が、大学の教授や学生のところへ直接出向き、特別支援学校のニーズを説明し、

大学生や大学院生に呼びかけを行い、数十人の方々が教材作成に関わってくださることになった。 

教職員と学生との話し合いの場を設け、試行錯誤の中から、教材を作成していった。この共同作業

を行うことが、今まで隣り合わせに別々に存在した学校同士を結びつけ、「地域資源を学校教育に生か

すこと」を実現させたのである。本校にとって大きな前進であった。 

一方、学校は教育活動のほか、地域との関係においても重要な役割を持っている。今年の３月１１

日に起きた東日本大震災を契機に、地域とのつながりも学校の大きな課題となっているが、その部分

においても、研究活動とあわせて地域の方々とのつながりから「共に生きる」学校としての役割や方

向性も見えてきた。平成２７年に開校４０周年を迎える本校の進むべき方向が示されたともいえる。 

第１章では、ＩＣＴ活用推進事業について、第２章では校内研修について、第３章以下第９章まで

は、各分掌の実践が記載されている。最後の第１０章は、分掌以外の対応を記述した。 

これらの報告は年度の途中においても発表の機会を得た。まず、昨年の安全教育推進校の継続とし

て、東京都教育の日事業として防災訓練の様子をパネルで東京都教職員研修センターにて公開した。

また、ＩＣＴ教育フォーラム（１２月４日：東京都庁第一本庁舎）では、電気通信大学との連携を特

色ある教育活動として報告した。 

「調布の研究と実践」のタイトルにある様に、東京都の課題を先進的に取り組んできた活動やセン

ター的機能を担った学校としての実践や体制のあり方を研究してきた報告である。 

これらの成果や課題について集録として残し、校内の財産とすると共に、関係各位からのご高覧を

賜り、助言・指導をいただき、今後より一層充実させたいと思っている。 

最後になりましたが、研修会・研究会の講師としてお招きした多くの先生方のご助言・ご指導によ

りこのような研究と実践をまとめることができました。この場をお借りして、厚く感謝いたします。

ありがとうございました。 

（参考） 
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２ ＩＣＴ活用推進校としての情報教育部の取り組み 

 

  本校は、平成２３年度ＩＣＴ活用推進に係る指定校としての取り組みを行ってきた。 

 東京都の特別支援学校（知的部門）の唯一の推進校として、「都立学校ＩＣＴ計画」（平成２３年度

ＩＣＴ活用推進に係る指定校事業実施要項）に基づき、ＩＣＴを活用した授業実践等を推進した。 

 ここでは、その取り組みのうち、校務分掌情報教育部の実践内容と成果について、「東京都の定める

役割」、「本校独自の取り組み」、「ＩＣＴサポートスタッフによる本校教諭に対する支援」、「調査結

果」の４点を報告する。 

 

 

１ 東京都が定めるＩＣＴ活用推進校の役割 

（１）ＩＣＴ活用実績の一層の向上 

目標ア 各学年任意の１クラスにおける１週当たりのＩＣＴ活用時間数が、２０％を超える。 

目標イ 各学年任意の１クラスにおける１週当たりのＩＣＴ活用時間数の合計が１５％を超え

る。 

①取り組み 

・目標数値達成を目指す「ＩＣＴクラス」を１学年に１クラス設定した。 

・ＩＣＴクラスには、教育用パソコン（児童・生徒が使用できるパソコン）を２台配備し、活用の

推進を図った。 

・活用状況週あたりのＩＣＴ活用時間数調査を実施した。 

②成果 

・目標イの結果は、以下の［図１］の通り。 

・時間数、コマ数共に目標を達成した学年が３学年あり、多くの学年のＩＣＴ機器の活用時間が増

えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図１］ＩＣＴクラスのＩＣＴ機器活用状況調査 （目標イの結果） 
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目標ウ 全教員が、授業観察時等に、年１回以上、ＩＣＴを活用した授業を行う。  

①取り組み 

・全校研究会を実施した。 

研究テーマ：「 ＩＣＴを活用して、授業における指導の工夫を考える 」 

８分科会に分かれ、研究を進めた。全教員が、ＩＣＴ機器を活用した授業を行った。 

・「国語・英語」         ・「算数・数学」   

・「音楽」            ・「図画工作・美術・作業」   

・「自立活動・保健／体育」    ・「日常生活の指導」    

・「生活単元学習・社会性の学習」 ・「特別活動・総合的な学習」 

 

②成果 

・３０以上の ICT教材が作成され、校内のパソコンネットワーク上で、データの共有ができた。 

  

（２）他校への普及・啓発 

目標エ 年３回以上、他校の教員を招いて、ＩＣＴを活用した複数教科における授業実践を公

開し、研究協議を行う。      

①取り組み 

・１回目 「教材セミナー」           平成２３年 ８月 ２６日（金） 

・２回目 「東京都教育の日事業 授業公開」   平成２３年１１月 １１日（金） 

・３回目 「授業公開・研究実践報告会」     平成２４年  ２月 １５日（水） 

     

②成果 

・ＩＣＴ教材を、外部関係者に公開する機会となった。 

・東京都教育の日の授業公開では、外部参観者８６名が参加した。 

    

 ［教材セミナーの様子と展示した教材の紹介］ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

   ＩＣＴ教材のパソコン展示の様子          電気通信大学所有のＩＣＴ教材 
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（３）活用推進フォーラムにおける実践事例の紹介  

 ①取り組み 

１２月４日(日)東京都庁にて、本校の独自の取り組み「電気通信大学との連携」について発表。 

（詳細は次頁参照。） 

 ②成果 

 ・見学者約５００名に対し、本校の取り組みを発表することができた。 

 

（４）学習コンテンツの作成 学習コンテンツコンテストへの応募 

目標オ 全教科各２コンテンツ以上応募する。   

①取り組み 

 ・前期のコンテストに、６コンテンツ応募。 

 ・後期のコンテストに、１０コンテンツ応募。 

   

②成果 

 ・前期の学習コンテンツコンテストに、主幹教諭の「どこにおくのかな？」が佳作入賞。 

 

 

［教材紹介］日常生活の指導「どこにおくのかな」 

＜教材の説明＞ 

・このＩＣＴ教材をプリントアウトしてパズルや型はめを作り、①本物（食器）、②擬似物（パズル）、

③画面上の教材（ＩＣＴ）の３つを使って、指導することができた。 

・ＩＣＴ教材を使用することで、正解音等の評価が即時に得られ、児童が自ら間違いに気づき、関

心のあるところを繰り返し学習できた。 

 

（例）同じ柄で大きさの違う皿や同じ大きさで柄の異なる皿の片付け 

                             ↓正解すると 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おはしは
どこに
おくのかな？

マッチングをする

おはしは
どこに
おくのかな？
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２ 本校独自の取り組み 

（１）電気通信大学との連携 

平成２１年１０月２９日に締結した隣接する国立大学法人・電気通信大学との教育連携協定を

受けて、さまざまな実際の連携が進む中、ＩＣＴ教育についても支援を受けた。 

  総合情報学科教授西野哲朗氏、総合文化部門教授佐々木啓子氏、情報理工学研究科准教授水戸和

幸氏、同科准教授高橋裕樹氏、産学官連携センター後藤隆彰氏を中心とする先生方より、多大な

支援を受けながら、取り組みを進めた。 

協力に関する日程に関しては［表１］を、具体的な取り組みに関しては、次頁参照。 

 

 

［表１］電気通信大学の協力内容 

 

 

 

日 程 内    容 電気通信大学参加者 

 ４月２６日（火） 

・電気通信大学にて 本校の紹介・東京都ＩＣＴ活用

推進事業の説明 

・電気通信大学の研究室紹介 

西野氏 水戸氏 

高橋氏 後藤氏 

学生 約３０名 

 ４月２８日（木） 
・今年度のＩＣＴ研修会に関する打ち合わせ 

・全校研究会① 本校教諭に対する説明会 

西野氏・後藤氏 

金森氏 

 ６月２３日（木） 
・全校研究会 分科会協議への参加・助言 水戸氏 高橋氏  

後藤氏 学生６名 

 ７月 ６日（水） 

・教材作成サポート会に関する打ち合わせ 西野氏 水戸氏 

高橋氏 後藤氏 

佐々木氏 

 ７月２２日（金） 

・全校研究会 分科会 協議への参加・助言 

・教材セミナーに関する打ち合わせ 

西野氏 水戸氏 

高橋氏 後藤氏 

佐々木氏 学生１０名 

 ７月２７日（水） 

 ７月２８日（木） 

・教材作成サポート会への参加 

・教材作成相談 

・著作権に関する打ち合わせ 

西野氏 水戸氏 

高橋氏 後藤氏 

学生 約２５名 

 ８月２６日（金） 

・電気通信大学の ＩＣＴ資料の教室ブース展示 

・全校研究会にて 電気通信大学の紹介 

・教材セミナーへの参加 

西野氏 水戸氏 

高橋氏 後藤氏 

 

１０月３１日（月） ・東京都教育フォーラムに関する打ち合わせ 西野氏 後藤氏 

１２月 ４日（日） 
・東京都教育フォーラム（東京都庁）への参加 

・ＩＣＴ資料のブース展示 

西野氏 後藤氏 

学生５名 

 ２月１５日（水） 
・研究実践報告会への参加 

・連携についての発表 

西野氏 後藤氏 
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①取り組み＜１＞ 

教材作成サポート会の実施 

７月２７・２８日に、教材作成サポート会を実施した。 

本校教員１名に電気通信大学学生１名がサポート担当者としてつき、作成する教材の目的・デザイ

ン・システムなどについて相談し、個別の連絡方法の確認をした。 

 

②成果＜１＞ 

・２０コンテンツ以上のＩＣＴ教材が完成した。 

・電気通信大学の学生とのＩＣＴ教育に関係する連携・相互理解が深まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          打ち合わせの様子                 ＩＣＴ機器実演の様子 

 

③取り組み＜２＞ 

パソコン接続型人感センサーの使用 

体育の跳躍運動の教材として使用。プログラム作りを電気通信大学に依頼した。 

 

④成果＜２＞ 

意欲的に跳躍できる生徒が増えた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    体育科教諭による実験            本校生徒による使用の様子 
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⑤取り組み＜３＞ 

パワーポイント閲覧システムの導入準備 

データベースに登録されている、複数のパワーポイントの中から、教材を検索し、ダウンロードでき

るサイトを開設準備中。本校教諭と電気通信大学の関係者のみが閲覧できるよう、パスワード式にし

ている。来年度開設予定である。使用例は、以下の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①サイトを開くと、上図のようなページが開く。      ②調べたい検索ワードを入力すると、 

３つの検索方法の中から、必要な検索方法を選ぶ。      関連するパワーポイントが一覧で表示される。 

 

（２）タッチパネル式パーソナルコンピュータの活用 

①取り組み 

平成２２年度及び平成２３年度学習コンテンツコンテスト入賞賞金で、３台購入。 

小学部低学年・小学部高学年・中学部で各１台使用している。 

「ひらがなのなぞり」、「計算」、「お絵かき」などに関連するアプリケーションをダウンロードし、

「国語・算数」や「国語・数学・英語」の個別学習等で使用している。 

 

②成果 

計算問題を速く解けるようになった児童がいた。また、興味関心を持って、機器を使用する児童

生徒が多く、タッチパネル式パーソナルコンピュータは、学力向上につながる有効的なＩＣＴ機器

であると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

パーソナルコンピュータを使用し学習している様子 
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３ ＩＣＴサポートスタッフによる 本校教諭へのＩＣＴ支援 

（１）ＩＣＴサポートスタッフについて 

   ＩＣＴ活用推進校には、２名のＩＣＴサポートスタッフが配置された。支援内容は、以下の通

りである。     

①ＩＣＴ授業「学習コンテンツ」の作成支援 （新規作成や修正） 

・英語教材    「なにいろかあてよう」 

・音楽教材     歌詞と情景 ７曲、「聖者の行進」、「ドレミの歌」 

・国語教材    「フルーツポンチ材料購入」  

・生活単元学習  「いくつあるかな」、「お買物」 

・日常生活の指導 「はみがき」、「公園に行こう」 

・その他     「動物しりとり」、「絵カードのスキャナー登録」、「しりとり」、 

「だんだんみえてくる」、「シルエット教材×２」、「主事さんのおしごと」 

＊学習コンテンツコンテスト応募のための支援 

（商標権・著作権対応、見やすさの向上、ベース作成） 

    

②ＩＣＴ活用授業の支援 

機材準備・片付け及び授業でのＩＣＴ機器使用補助を実施 

・音楽 １２回  ・国語 ２回  ・体育 ２回  ・英語 １回 

・運動会予行のデジカメ撮影、運動会ビデオデータ変換とパソコンへの取込みを実施 

＊スターボードとテレビを組み合わせた参加型授業手法を提案し（取付ＪＩＧ製作/実演）、 

授業時に支援 

   

③ＩＣＴ機器管理 

・保有ＩＣＴ機器及びソフトの調査、管理リスト作成、ラベル作成  

・新規ＩＣＴ機器購入のための活用ソフトの調査・申請 

・ＩＣＴ機器の修理対応及び一部機材修理の実施（パソコン、キーボード、スピーカー） 

・校内パソコンの教育用パソコンへの移行調査、申請書作成、移行実施  

・放送室・パソコン室におけるＩＣＴ機材、ソフト、資料の整理 

 

④officeソフトとＩＣＴ機材活用力の向上 

・教諭からの質問に対する回答や作成教材提供時の手法説明を中心に個別対応を実施 

  パワーポイント（アニメーション、画像貼り付け等）、エクセル手法（グラフ等） 

・「パワーポイントを中心とした教材の作成手法」をまとめ、全校研修会にて説明を実施 

・スキャナー、書画カメラなど機材及び学習コンテンツ活用システムの活用方法を説明 

 

⑤その他 

・資料作成支援（教材・学校評価・調査等） 

「発表用機材の管理マニュアル」、「自衛消防訓練通知書」、「学校評価データ」、「研究紀要」「校内発

表会及びＩＣＴ研修におけるＩＣＴ機材準備と片付けを実施 
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＊教材作成に主として使用されているパワーポイントの教材作成時のコツを紹介 

・アニメーション活用方法 

 

    

 

・音声追加方法 

      

 

・動画追加方法 

         

 

 

アニメーションの４つの効果 

・開始  

・強調  

・終了  

・軌跡 

について、教材での活用例を挙げて 

具体的に説明 

開

始 

終了 

強調 

軌跡 

軌跡 
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・ハイパーリンクの活用 

         

 

・データの圧縮 

         

 

・画像のトリミング 

         

 

・画像の透過処理 
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４ ＩＣＴに関する調査結果 

（１）本校教諭のＩＣＴ指導力調査 

平成２２年度７８名・平成２３年度７０名の本校教諭に対して、東京都が定めるＩＣＴ指導力

に関するアンケート調査を実施した。集約の結果は、［図２］の結果の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図２］ＩＣＴ指導力調査 
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23年度

わりにできる ややできる あまりできない ほとんどできない

Ｅ－１　校務分掌や学級経営に必要な情報をインターネットなどで集めて、ワープロソフトや表計算ソフトなどを活用して文書や資料など を作
成する。
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6%

31%

41%

44%

41%

21%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22年度

23年度

わりにできる ややできる あまりできない ほとんどできない

Ｃ－１　児童または生徒がコンピュータやインターネットなどを活用して、情報を収集したり選択したりできるように指導する。Ｃ－１　児童または生徒がコンピュータやインターネットなどを活用して、情報を収集したり選択したりできるように指導する。
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45%

61%

41%

26%
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Ｂ－１　学習に対する児童または生徒の興味・関心を高めるために、コンピュータや提示装置などを活用して資料などを効果的に提示する。
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36%

49%
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33%
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Ｄ－１　児童または生徒が発信する情報や情報社会での行動に責任を持ち、相手のことを考えた情報のやりとりができるように指導する。
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41%
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42%

36%

9%

4%
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わりにできる ややできる あまりできない ほとんどできない

Ａ－１　教育効果をあげるには、どの場面にどのようにしてコンピュータやインターネットなどを利用すればよいかを計画する。



16 

 

 

（２）本校のＩＣＴ環境力調査 

文部科学省が定める「学校のＩＣＴ環境力」のチェックシートの結果は［表２］ の通り。 

機器の整備に関する課題は残るが、校内体制や学校外の体制は大幅に向上した。 

 

 

［表２]ＩＣＴ環境力調査 

大項目

1-1 整備の基本ライン
�

1-2 ICT環境整備の企画力 1-3 提示装置の整備

1-4 コンピュータの整備 1-5 ネットワークの整備 1-6 ソフトウェアの整備

1-7 校内放送設備の整備

2-1 校内研究（研修）との関連づけ 2-2 教員間の意識の共有 2-3 校内組織

2-4 情報セキュリティポリシー 2-5 授業でのICT活用

3-1 教育委員会からの広報・情報提供な
ど

3-2 校内研修へのサポート 3-3 校内リーダーの育成・援助

つ

3-4 地域・ＮＰＯなどのボランティア、コー
ディネーター

3-5 教育委員会での予算確保 3-6 管理職への研修

3-7 授業への人的サポート 3-8 教員（学校）任せにしない環境整備

4-1 校務の情報化に対する意識 4-2　校務の情報化への取り組み 4-3 情報の管理体制

4-4 外部とのコミュニケーション

5-1 年度予算 5-2 予算計画 5-3 公費以外の予算

5-4 その他

１．機器の整備

中項目

５．経費（年度計画・経
費獲得）

４．校務でのＩＣＴ活用

３．学校外の体制
 　（教育委員会、地域、
企業など）

２．校内体制

レベルＡ　　　　レベルＢ　　　　レベルＣ　　　　昨年度比レベ
ルアップ

 

 

   レベルＡ     レベルＢ     レベルＣ      昨年度よりレベルアップ 

 

 

レベルＡは、「整備の検討を始めている」段階 

レベルＢは、「整備を始めているがまだ充分でない」段階 

レベルＣは、「国等で示された基準が達成されている」段階 


